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建設リサイクルを取り巻く社会情勢 概要

1

・第四次循環型社会形成推進基本計画（2018.6閣議決定）
・国土交通省環境行動計画（2017.3一部改正）

○建設リサイクルを取り巻く社会情勢については、主に３つの観点から検討。
・循環型社会の形成のための資源の循環利用
・維持管理更新時代の到来による建設副産物増大の懸念
・建設リサイクル分野における生産性向上の必要性

○このほか、直近の話題として、災害の激甚化、廃プラスチック等が挙げられる。

循環型社会の形成のための
資源の循環利用

維持管理更新時代の到来に
よる建設副産物増大の懸念

建設リサイクル分野における
生産性向上の必要性

・建設投資・土木工事額の推移
・建築工事量の推移
・社会資本ストックの老朽化の現状
・国土交通省所管分野における維持管理・更新費の推計結果
・長寿命化等による効率化等の効果

・建設業の生産性向上 i-Construction(2015.12～)
・国土交通省生産性革命プロジェクト(2016.3)

その他 ・・・ プラスチック資源循環戦略（2019.5）、激甚化する台風等の豪雨災害



第四次循環型社会形成推進基本計画（2018.6閣議決定）の概要
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「第四次循環型社会形成推進基本計画」において、循環型社会を形成するための「国の取組」の
一つ、「ライフサイクル全体での徹底的な資源循環」の重点的に資源循環を行っていく素材とし
て「土石・建設材料」が位置付けられている。⇒循環利用率の目標指標は入口・出口両方設定

資源生産性（GDP/天然資源等投入量）

入口側の循環利用率（循環利用量/天然資源等投入量＋循環利用量） 出口側の循環利用率（循環利用量/廃棄物等発生量）

最終処分量

目標指標

出展：環境省ＨＰ 循環型社会形成推進基本計画
https://www.env.go.jp/recycle/circul/keikaku.html

国
の
取
組

素材別の取組等

【プラスチック】
・プラスチック資源循環戦略」の
策定、施策の推進

【バイオマス】
・食品ロス削減の国民運動
・食品廃棄物等の不適正処理
対策と食品リサイクルの取組

【金属】
・「都市鉱山からつくる！みんな
のメダルプロジェクト」の機運を生
かし、小型家電の回収・再資源
化を促進

【土石・建設材料】
・建築物の強靱化、長寿命化
による建設廃棄物の発生抑制

【その他の製品等】
・必要に応じ、太陽光発電設備
の義務的リサイクル制度の活用
を検討
・おむつリサイクルの促進



第四次循環型社会形成推進基本計画（2018.6閣議決定）より抜粋

5.3.ライフサイクル全体での徹底的な資源循環

5.3.4.土石・建設材料

○分別解体の更なる促進等により建設混合廃棄物の発生量をできるだけ低減するととも

に、建設混合廃棄物を含め建設廃棄物の再資源化を促進する措置を講じることで、最終処

分される建設廃棄物の量を低減する。また、アスベストなどの有害物質については、適切な

分別及び処理を徹底する。

○ （再掲）将来、建設副産物の発生量が増加する一方で、民間シンクタンクの予測では、住

宅着工戸数は減少すると予想されていることなどを踏まえ、建設副産物が適切に再資源化

等されるよう再生材の新規用途の開拓や拡充等を促進する。また、既存のインフラについ

ては、その再配置、更新、改修等に当たっては、長寿命化、防災機能の向上、省エネル

ギー化の推進等のストックの価値向上を図る。既存住宅については、長期にわたって使用

可能な質の高い住宅ストックを形成するため、税制上の特例措置の活用等により、長期優

良住宅認定制度の普及を図る。状態が良好な既存建築物については、地域活性化のため

の宿泊・交流施設としてリノベーションを行う、医療・介護施設として利用するなど、その有

効活用を図る。 3

第四次循環型社会形成推進基本計画（2018.6閣議決定）の概要



国土交通省環境行動計画（2017.3一部改正）の概要
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国土交通省では、2014から2020年度の7年間で取り組む環境関連施策をとりまとめた「環境行動
計画」を策定し、その柱の一つである循環型社会の形成に向けた取組みとして、建設リサイク
ルの推進を位置付け。

出展：国土交通省ＨＰ 環境行動計画 http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/sosei_environment_fr_000101.html



国土交通省環境行動計画（2017.3一部改正）より抜粋

国土交通省環境行動計画（2017.3一部改正）の概要

第三章今後推進すべき環境政策の「４分野」「７つの柱」

5



国土交通省環境行動計画（2017.3一部改正）の概要

＜５．循環型社会の形成に向けた取組の推進＞

東日本大震災以降の我が国のエネルギー需給構造の脆弱性の深化、世界全体での資源

制約の強まりという危機を踏まえ、平成25 年５月策定の第三次循環型社会形成推進基本
計画においては、循環も廃棄物の減量化に加え、今後は、官民連携により、廃棄物等のエ

ネルギー利用源、貴重な資源として有効活用という、質の面にも着目した取組や、効率的な

静脈物流システム等が重要課題になっている。

これらの観点から、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

建設リサイクルの推進については、建設リサイクル法の徹底を図るとともに、「建設リサ

イクル推進計画2014」の着実な実施や、公共工事における環境物品等の調達の促進によ
り、建設副産物の排出量抑制や再資源化率の向上等に取り組む。

国土交通省環境行動計画（2017.3一部改正）より抜粋
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建設投資・土木工事額の推移

7出展：国土交通省「建設投資見通し」 H23年度基準 実質額 Ｈ28年度、Ｈ29年度は見込み、H30年度は見通し
http://www.mlit.go.jp/report/press/joho04_hh_000771.html

建設副産物発生割合が高い公共土木工事額は、ピーク時：１９９５（Ｈ７）年度の３１兆円か
ら２００８（Ｈ２０）年度の１４兆円へ半減したが、その後増加に転じ２０１８（Ｈ３０）年
度は１９兆円（ピーク時の６割）、直近５か年は１８～１９兆円で横ばい傾向。



建築工事量の推移

8注：国土交通省「建築着工統計」「建築物滅失統計」データを用いて作成

建築着工延床面積は１９９０年度をピークに減少傾向、２０１７年度は１９９０年度の５割程度
建築除却延床面積も１９９４年度をピークに減少傾向、２０１７年度は１９９４年度の６割程度

⇒ 直近5か年は横ばい傾向



社会資本ストックの老朽化の現状
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高度成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾等について、建設後50年
以上経過する施設の割合が加速度的に高くなる。
⇒今後、適切な補修による延命化、新設構造物の長寿命化等が必要
⇒延命化・長寿命化は建設副産物発生抑制にも資する施策

2018年3月 2023年3月 2033年3月

道路橋［約７３万橋注1）（橋長２ｍ以上の橋）］ 約２５％ 約３９％ 約６３％

トンネル［約１万１千本注2）］ 約２０％ 約２７％ 約４２％

河川管理施設（水門等）［約１万施設注3）］ 約３２％ 約４２％ 約６２％

下水道管きょ［総延長：約４７万ｋｍ注4）］ 約４％ 約８％ 約２１％

港湾岸壁［約５千施設注5）（水深－４．５ｍ以深）］ 約１７％ 約３２％ 約５８％

建設後50年以上経過する社会資本の割合

（注）
1 道路橋約73万橋のうち、建設年度不明橋梁の約23万橋については、割合の算出にあたり除いている。（2017年度集計）
2 トンネル約1万1千本のうち、建設年度不明トンネルの約400本については、割合の算出にあたり除いている。（2017年度集計）
3 国管理の施設のみ。建設年度が不明な約1,000施設を含む。（50年以内に整備された施設については概ね記録が存在していることから、
建設年度が不明な施設は約50年以上経過した施設として整理している。）（2017年度集計）
4 建設年度が不明な約2万kmを含む。（30年以内に布設された管きょについては概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な施設
は約30年以上経過した施設として整理し、記録が確認できる経過年数毎の整備延長割合により不明な施設の整備延長を按分し、計上して
いる。）（2017年度集計）
5 建設年度不明岸壁の約100施設については、割合の算出にあたり除いている。（2017年度集計）
資料）国土交通省 （国土交通省白書より）
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維持管理・更新費の長期的な費用の増加の程度は、20年後、30年後ともに約1.3倍、その
間、26年後に最大の1.4倍（7.1兆円）、今後30年間の維持管理・更新費の合計は、176.5～
194.6兆円程度と推計。⇒ 維持管理・更新費増加に伴う建設副産物発生動向の変化把握

※推計値は幅を持った値としているため、
グラフは最大値を用いて作成

出展：2018.11.30経済財政諮問会議 第16回国と地方のシステム・ワーキンググループ
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/wg6/181130/pdf/sankou.pdf

国土交通省所管分野における維持管理・更新費の推計結果（2018年度）



長寿命化等による効率化等の効果
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「長寿命化等による効率化の効果」は5年後、10年後、20年後で維持管理・更新費が約30%減少し、30年
後には約50%減少すると推計。

⇒「長寿命化」は建設副産物発生抑制において重要

出展：国土交通省 インフラメンテナンス情報
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/maintenance/02research/02_01_01.html



建設業は社会資本の整備の担い手であると同時に、社会の安全・安心の確保を担う、我が国の
国土保全上必要不可欠な「地域の守り手」。
人口減少や高齢化が進む中にあっても、これらの役割を果たすため、建設業の賃金水準の向上
や休日の拡大等による働き方改革とともに、生産性向上が必要不可欠。
国土交通省では、調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新までの全ての建設生産プ
ロセスでICT等を活用する「i-Construction」を推進し、建設現場の生産性を、２０２５年度ま
でに２割向上を目指す。

i-Construction 建設業の生産性向上
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国土交通省生産性革命プロジェクト
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出展：国土交通省生産性革命プロジェクト
http://www.mlit.go.jp/common/001122232.pdf

国土交通省では、平成28年を「生産性革命元年」と位置付け、「国土交通省生産性革命本部」
を設置し、生産性革命プロジェクトをスタート。



プラスチック資源循環戦略(概要）
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海洋プラスチックごみ問題などの世界的課題に対応するため、「プラスチック資源循環戦略」
が、令和元年5月３１日に策定。



プラスチック建材の製造・廃棄の状況
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出展：「リサイクルデータブック２０１８」（（一社）産業環境管理協会 資源・リサイクル促進センター）
http://www.cjc.or.jp/data/pdf/book2018.pdf

樹脂製品製造量980万ﾄﾝの分野別内訳
(2016年）

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ排出量899万ﾄﾝの分野別内訳
(2016年）

プラスチック建材は樹脂製品製造量の１２％、１１５万㌧を占め、分野別では第４位。
一方、使用済製品の廃棄物排出量でみるとプラスチック建材は全体の７％、６３万㌧と分野別で
は３番目に多い。



自然災害の脅威の顕在化

備考）直線は期間にわたる変化傾向を示す。
資料）国土交通白書より（気象庁ホームページ）

平成は、阪神・淡路大震災や東日本大震災等の未曾有の大災害をはじめとして、豪雨や台風、
雪害等、多くの自然災害に見舞われた。
特に近年、雨の降り方が局地化、集中化、激甚化しており、我々の安全・安心が脅かされつつ
ある。

■岡山県倉敷市真備町の浸水及び排水状況

■各地で土砂災害が発生

資料）平成３０年７月豪雨における被害等の概要（国土交通省） 16


